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研究背景Ⅰ
日本は2000年の介護保険法施行以降、介護の
社会化を促進し、世界一高い高齢化率に対応して
いる。総務省統計局の「人口推計」によると、
2023年10月１日現在、我が国の65歳以上人口は
3,622万人となり、総人口に占める割合（高齢化率）
は29.1%に達している（総務省統計局 2023）。介
護を必要とする要介護者（支援）認定者数は、
2000年の244万人から2022年には688万人に、
介護職員数も2000年の約55万人から2022年は
約215万人に増加し、介護保険市場も2000年の
約3兆円から2022年には約11兆円へと拡大した
（厚生労働省 2023）。　
要介護者数は今後も増加が予想されるが、

2022年は離職した人が新たに働き始めた人を上
回り、就労者が前年より1.6%減少した。飲食・
小売業や製造業などで賃上げが広がり、介護業界

から人材が流出しているという報道もあった
（2023年10月23日 ,日本経済新聞 ,「介護就労者が
初の減少、低賃金で流出　厚生労働省分析」）。日
本の将来推計人口によると、15～64歳の生産年
齢人口についてはすでに減少に転じている（国立
社会保障・人口問題研究所 2023）。介護労働者も
不足することが予想される。
介護職員の確保と定着は喫緊の課題であり、介

護職員不足への対策として、①介護職員の処遇改
善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定
着促進・生産性向上、④介護職の魅力向上、⑤外
国人材の受け入れ環境整備など、総合的な介護人
材確保対策を実施している（厚生労働省 2023）。
介護職員の確保策としては、介護助手（仮称）の
導入や外国人材の受け入れの拡大も進められてい
る。2008年に開始された経済連携協定（Economic 
Partnership Agreement,以下ＥＰＡ）による看護師・
介護福祉士候補生の受け入れを皮切りに、2017
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年の在留資格「介護」、技能実習制度への介護職
種の追加、2019年の特定技能と次々に制度を拡
大してきた（公益社団法人日本介護福祉士会 
2023）。在留資格の性質も研修を中心とした受け
入れから労働者としての受け入れに変化した。日
本の外国人介護人材は、ＥＰＡの枠組みで来日し
た看護師・介護福祉士候補者、ＥＰＡ介護福祉士
等（以下、ＥＰＡ生）3,482人（2023年12月末時点）、
在留資格「介護」は9,382人（2023年12月末時点）、
「技能実習」15,909人（2023年12月末時点）、「特定
技能」は28,400人（2023年12月末時点）（厚生労
働省 2023,出入国在留管理庁 2023）となった。

2024年７月現在、外国人労働者の受け入れ制
度の見直しが行われており、外国人労働者の受け
入れは促進される方向である。技能実習制度は廃
止され、新しい制度「育成就労」へ移行、特定技
能制度での受け入れについては、受け入れ目標は
拡大される。介護人材の需給ギャップ解消からみ
ると、受け入れだけでなく、来日就労者の定着も
重要である。
外国人介護人材に関する先行研究には、次のよ
うなものがある。ＥＰＡ制度に基づく外国人介護
福祉士についての研究動向を把握し、日本語能力、
受け入れ施設実態、異文化適応、候補者の入国動
機が研究の中心であるとした研究（河内 2015）、
受け入れ施設視点として、外国人介護人材への日
本語・日本文化の理解のための支援の必要性を指
摘した研究（伊藤 2014）、外国人介護人材視点と
して、日本語、国家試験対策、生活支援を希望し
ていることを明らかとした研究（橋本ら 2021）、
外国人介護人材はキャリア志向をもっていること
を指摘した研究（奈良 2020）、外国人介護人材が
長期で働くためには生活者として将来を見据えた
キャリア支援体制とそれを実現させる環境づくり
が必要であることを指摘した研究（金 2023）等で
ある。これらの先行研究に概ね共通して、日本語
能力向上のための支援が必須であること、働く環
境を整える必要があることが指摘されている。こ
のように、ＥＰＡや在留資格「介護」の外国人介
護人材を対象とした研究は蓄積されてきたが、
2019年に制度開始した特定技能１号生 1)を対象と

した研究はほとんど手付かずで、受け入れ、定着
支援についての実態の把握が求められている。

研究目的Ⅱ
本研究は、特定技能１号生の受け入れと定着支

援のための一資料とすることをねらいに、Ａ社会
福祉法人を事例とし、介護分野の特定技能１号生
の受け入れと定着支援の実践の過程を分析し、有
効性や課題について探索的に検討することを目的
とした。

本研究に着手した経緯Ⅲ
第９期介護保険事業計画において介護職員の必

要数は、2040年度には約272万人と約57万人不
足すると報告された（厚生労働省 2024）。地域に
貢献することを使命としている社会福祉法人は、
介護職員を確保し、地域に必要な介護サービスの
提供を続ける必要がある。Ａ社会福祉法人はＡ県
南部を中心に約30の介護事業所を展開しており、
2023年度の利用者延べ人数は約25万人、職員数
約580名、事業規模は約30億円である。全国の
介護事業所同様、事業継続のための介護職員の確
保と定着には課題があり、離職率は2010年以降、
10％～20％であり、職員の採用についての費用
は年間約1400万円～2000万円程度必要としてい
る。採用環境の厳しさへの一対応として、ＥＰＡ
制度を利用し、2017年から毎年１～２名の外国
人介護人材を受け入れていた。将来的に外国人介
護人材を積極的に受け入れる場合、ＥＰＡの受け
入れのみでは法人の採用計画を満たす受け入れが
困難となることが予想された。他方、特定技能制
度は、日本の深刻化する人手不足に対応するため、
一定の専門性・技能を持つ外国人を受け入れる制
度である。介護分野では、介護現場で即戦力とし
て活躍できるよう、日本語能力や介護に関する知
識・技術が求められており、日本語や介護知識に
ついて一定の基準をクリアしたものが来日でき
る。夜勤を担当することもでき、2020年の制度
改正により特定技能１号の在留期間５年の期間中
に実務経験ルートの介護福祉士の国家資格を取得
することで、在留資格「介護」に在留資格を変更
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することが可能となり、長期間、日本で就労・生
活することができる。外国人介護人材をより多く
受け入れることを念頭におき、すでに利用してい
たＥＰＡ制度に加え、技能実習制度、特定技能制
度、在留資格「介護」での外国人介護人材の受け
入れを比較し、再検討が行われた。正規の労働者
として受け入れること、今後の受け入れの中心的
な制度と予想される「特定技能制度」を選択する
ことが決定された。　
Ａ社会福祉法人では特定技能１号での来日者は
長期間に渡り日本で就労するために介護福祉士資
格を取得することを希望する者が多いと想定し
た。介護福祉士資格の取得支援を中心に、A社会
福祉法人のこれまでのＥＰＡ生の受け入れの経験
を整理、また、外国人介護人材の受け入れに関す
る既往文献を参照し、特定技能制度での受け入れ
方法について検討・計画、実践を試みていた。

研究方法Ⅳ
１．研究対象

本研究は、Ａ社会福祉法人の介護分野の特定技
能１号生の受け入れと定着支援の実践の過程を研
究対象とした。
筆頭者が任意で参加することが許された会議に
参加した際作成した会議メモを研究データとし
た。会議メモには、日付、介護分野の特定技能１
号生の受け入れと定着支援等について話題となっ
た事柄、その事柄についての対応方法等、話し合
われた内容が含まれていた。
Ａ社会福祉法人では、外国人介護人材の受け入
れのために、法人内の組織を新たに編成し、海外
人材開発部が発足した。海外人材開発部を中心に
担当者が集まり、外国人介護人材の受け入れ計画
や実際の対応やその課題について話し合う会議が
定期的に開催されていた。会議は概ね毎週１回、
90分程度で行われている。2020年５月～2024年
３月には110回の会議が実施され、筆頭者は、そ
のうち57回出席した。会議参加者は海外人材開
発部他、法人内で外国人介護人材受け入れに関わ
る全部署の責任者であった。

受け入れと定着支援の内容は、先行研究で必要
性が報告されてきた、日本語能力向上のための支
援、働く環境を整える支援に加え、介護福祉士国
家資格取得のための支援が中心であった。

２．調査期間

2020年５月～2024年３月

３．分析方法

本研究は、約４年間の外国人介護人材の受け入
れと定着支援についての会議メモをデータとして
分析した。支援体制の変更の経緯に基づき、この
期間を3期に区分して分析を行った。
１期は2020年５月～2021年11月の「準備期」で
あり、外国人介護人材の受け入れに向けた計画や
手続きを整えた時期である。２期は2021年12月
～2023年８月の「受け入れ初期」である。取り組
み開始期であり、受け入れ計画に基づき、実際の
受け入れが行われた。この期間に数名の退職希望
者がおり、その受け入れ支援体制の課題が顕在化
したため、支援体制の改善を行っている。３期は、
2023年９月～2024年３月の「見直し期」である。
定期的な特定技能外国人介護人材への面接結果に
基づき、研修体制全般の見直しを行っていた。
１期では、会議メモを参照しながら話し合われ

た内容を整理、２期、３期においては会議メモを
KH Coder3.Beta.03i（樋口 2020）を用い、共起ネッ
トワークを作成し分析した。なお、１期は外国人
介護人材の受け入れ開始初期であり、会議の開催
頻度が少なく、会議メモのデータ量が限られてい
たため、質的な内容分析を行った。一方、２期、
３期は会議開催が定例化され、十分なデータ量が
確保できたことから、KH Coder3.Beta.03i（樋口 
2020）を用いた計量テキスト分析が可能となっ
た。分析の手続きとして、まず前処理を行い、助
詞や助動詞などを除外した語を分析に用いた。分
析において、出現数による語の取捨選択に関し、
２期では最小出現数を30に設定、３期では最小
出現数を５に設定した。描画する共起関係の絞り
込みは２期、３期ともに描画数を60に設定して
いる。次いで、共起ネットワークの中で頻出かつ
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共起関係の強い言葉の出現している語と会議メモ
に記載されているトピックを取り上げ考察してい
る。また、退職者事例から退職の理由についても
考察することとした。

４．倫理的配慮

筆頭者は公益財団法人橋本財団ソシエタス総合
研究所において、東アジアの移民の送り出しの現
状と課題、来日者の生活・就労上の課題に関する
研究を行っており、Ａ社会福祉法人は、来日者の
生活・就労上の課題の調査のひとつのフィールド
である。これまでに、特定技能制度や外国人介護
人材に関する既往文献紹介などの情報提供を行っ
てきた。本研究はＡ社会福祉法人の取り組みにつ
いて、法人内会議への参加を通じ参与観察・アク
ションリサーチを実施したものである。すべての
内容に対して観察対象の同意と、その結果の公開
について許可のもとに実施している。当該法人の
理事長、海外人材開発部の担当者を中心に、本論
文の内容提示をし、公開の許可を得た。個人が特
定されないようプライバシー保護に留意し、収集
したデータは筆者が一元的に管理した。本研究は
「日本介護福祉士会 臨床研究における研究倫理 
チェックリスト」を遵守し実施した。なお、本研
究において報告すべき利益相反はない。

研究結果Ⅴ
１．受け入れた外国人介護人材の概要

受け入れた外国人介護人材は、すべて特定技能
１号生であった。2021年12月に日本国内で技能
実習期間を終了した転職者４名の受け入れを開
始、2024年３月末までに33名が採用された。33
名の採用者は、母国から初めて入国、入職した者
が半数を超えている。国籍はミャンマーが最も多
く、性別は全員女性で、年齢は20代前半が半数
を占めていた。外国人介護人材の日本語能力、介
護知識量、介護経験（介護技術）は、個々により
違いがあり、技能実習の介護分野の経験者は日本
語能力も高く、介護技術も十分に身についていた。
母国から初めて入国・入職したものの中には、就

職そのものが初めてであるものもいた（表１）。

２．会議メモの分析

①準備期
2020年５月～2021年11月の「準備期」では、
受け入れにあたり、2017年以降のＥＰＡの受け
入れ経験に加え、海外での移民、移民介護士の受
け入れ、外国人介護人材の受け入れに関する既往
研究（上野 2013, 伊藤 2014,Esser, H. 2006, 細川 
2010）が参考にされ、日本語能力の向上支援を中
心に受け入れの体制が整えられていた。
参考にされていた既往研究は以下の通りであっ

た。
・上野（2013）：日本語教育は、日本語教育の専
門家と介護の専門家がともに作り上げる必要が
ある、介護の文脈と合わせ理解することで介護
場面での運用能力が向上する。

・伊藤（2014）：日本人介護職員と外国人介護人
材の円滑な協働には、日本語の習得が必須。

・Esser, H. (2006)：移民は就労することで言語習
得の動機づけが高まり、職場での言語実践を通
じて言語能力が向上する、また、低賃金や不安
定な雇用では、言語習得インセンティブが低下
する傾向にある。

・細川（2010）：「複言語主義」の考え方に基づき、
生活体験の中で一定のコミュニケーション能力

表1　受け入れた外国人介護人材　　　　　　　		n=33
n %

国籍

ミャンマー 26 79%

ベトナム 4 12%

インドネシア 1 3%

フィリピン 2 6%

年齢（入職時）

20歳以上25歳未満 16 48%

25歳以上30歳未満 12 36%

30歳以上35歳未満 3 9%

35歳以上 2 6%

性別
男性 0 0

女性 33 100%

入職前の経歴

初来日 20 61%

技能実習等で介護経験あり 4 12%

技能実習で他業種経験あり 9 27%
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を身につけることが重要。
特定技能１号生は、在留期間５年の内に、国家
資格である介護福祉士の受験資格を得ることがで
きる。外国人介護人材が受験の際は、試験問題に
はふりがながあるものの、日本語で試験を受けな
くてはならない。読解能力を伴った日本語能力を
保持していることが必須である。
これらをふまえ、Ａ社会福祉法人で実施経験の
あるＥＰＡの研修プログラム、神村（2019）の授
業デザインを参考に、法人内の受け入れについて
以下のように準備されていた（表２）。
研修については５年間のプログラムを策定して
いる（表３）。入職時の１ヶ月間のオリエンテー
ション後は、週４日の現場ＯＪＴと週１日の日本
語を中心とした研修を受講する。日本語を中心と
した研修では、日本語能力試験（以下、ＪＰＬＴ）

への合格を目指した学習の中で、語彙を増やすこ
と、文法の理解を深めることで介護福祉士国家試
験のための長文読解の能力を身につける。入職２
年目までにＪＰＬＴのＮ３相当、３年目までにＪ
ＰＬＴのＮ２相当を目指す。
②受け入れ初期

2021年12月～2023年８月の「受け入れ初期」
では、21名の特定技能１号の外国人介護人材を
採用していた。うち、４名は「受け入れ初期」の
期間に退職した。

 「受け入れ初期」の319件の会議メモを分析対
象とした。分析に使用される語として7,142 語（異
なり語数1,672）が抽出された。「共起ネットワー
ク」のコマンドを用い、会議メモの中で、出現パ
ターンの似通った、共起の程度が強い語を線で結
んだネットワークを描いた（図１）。なお、会議

表2　法人の受け入れ計画

分類 内容

1 採用 人材紹介会社の利用（採用基準として日本語能力を重視する）
2 在留資格等手続き 民間登録支援機関の利用（書類作成・届出等、一部法人担当者が実施）

3 生活支援
法人が契約者となる住居契約、基礎生活備品の準備 
自治体で必要な手続きの同行 
日本での生活のルール等の丁寧な説明の実施

4 日本語支援 就労上・生活上で必要な最低限の日本語運用能力の獲得の支援 
入職時１ヶ月の座学研修、その後週１回の日本語訓練、JPLT試験受験支援（専門の日本語講師担当）

5 就労支援
職場日本人職員へのオリエンテーション 
翻訳、記録アプリの導入 
入職時１ヶ月の座学研修時を中心に介護技術の研修

表3　法人の研修計画

項目 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

介護知識 入社時オリエンテー
ション（1 ヶ月）

認知症介護
基礎研修

介護福祉士実務者研修

介護実技（OJT） 現場 OJT（8 ヶ月）

日本語
JLPT 対策（週 1 回）

日本語 
（介護のことば） 介護関連用語解説（週 1 回）

介護福祉士
国家試験

介護福祉士模擬試験
（年 10 回）

介護福祉士対策講座
（週 1 回）

介護福祉士
試験受験

N3 相当 N2 相当
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メモに含まれる特定の個人名はイニシャルに変更
して表記した。強い共起関係ほど太い線で、出現
数の多い語ほど大きい円で描画されている。語の
色分けはそれぞれの語がネットワーク構造の中で
どの程度中心的な役割を果たしているかを示して
おり、色の濃いものは中心性が高いことを示して
いる。
図１より、「研修」の中心性が高く、「日本語」「介
護」「評価」が「問題」となっていることが示されて
いる。
以下では、図１に示した語の共起関係をもとに
Ａ社会福祉法人での実践の過程におけるトピック
を要約する。なお、KH Coder のＫＷＩＣコンコー
ダンスのコマンドを用い、図１に示されたそれぞ
れの語がどのように用いられているのか、文脈の
探索も行っている。

１）「評価」の「問題」
Ａ社会福祉法人の研修プログラムでは、入職し

た特定技能１号生は１ヶ月間、日本語や就労・生
活のオリエンテーションの受講を修了し、その後、
施設の現場ＯＪＴ研修へと進む。現場ＯＪＴ研修
が開始されてしばらくしてから、特定技能１号生
からトレーナー 2)や先輩介護職員による指導の違
いによる戸惑いの声があがった。また、介護技術
の習得に関する評価が受け入れ施設により異なっ
ていることが明らかとなった。これは、施設の入
居対象者の違いや、主に提供する介護サービス内
容が異なっていることも関係している。受け入れ
施設により異なるＯＪＴ方法やその評価方法につ
いての見直しを行い、共通して必要な研修内容と
評価項目を設定、その評価項目に沿った、評価会
議を行い、特定技能１号生の研修内容・進捗につ

図1　共起ネットワーク図	「受け入れ初期」
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いて評価を行うこととなっている。
２）「研修生」と「退職」
特定技能１号生は、日本語能力（ＪＬＰＴ Ｎ４～

Ｎ２）、介護能力（技能実習介護経験３年～介護未
経験・社会人経験なし）の差が大きい。集合研修
として実施されていた介護福祉士試験合格を目指
した日本語学習についていくことができず、退職、
他業種への転職を選択するものがいた。会議では、
個々の就労・生活上の様々な課題を早期に確認す
る必要性が検討されていた。海外人材開発部を中
心に定期的な個別面談を実施することが決定され
た。定期的な個人面談を行うことにより、特定技
能１号生、トレーナー、海外人材開発部が課題を
共有し協働して対応することが期待されている。

③見直し期
2023年９月～2024年３月の「見直し期」では、

12名の特定技能の外国人介護人材を採用してい
る。「受け入れ初期」に採用された３名が「見直し
期」に退職した。退職者３名のうち１名は、2024
年３月までに復職している。「受け入れ初期」「見
直し期」の入退職者を通算すると、採用者33名、
退職者７名、復職者１名、2024年３月末に27名
が在籍していたこととなる。

 「見直し期」の102件の会議メモを分析対象と
した。分析に使用される語として2,161  語（異な
り語数821）が抽出されている。
以下では、「受け入れ初期」の分析と同様に、図
２に示した語の共起関係をもとにＡ社会福祉法人
での実践の過程におけるトピックを要約する。
図２の共起ネットワークから、「研修」「評価」「日

図2　共起ネットワーク図	「見直し期」
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本語」を中心に複数のクラスターが形成されてい
ることが見てとれる。

１）「目標」を自ら「考える」、「新しい」「プログラム」
 「見直し期」では、初めての特定技能１号生の受

け入れから２年近く経過し、目の前に介護福祉士
国家試験受験が迫ってきたこともあり、日本語試
験や介護福祉士試験に対しどのような支援を行う
かについて、法人内試験対策講座の開催やアプリ
などを利用した個人学習の対応について改めて具
体的に検討されていた。Ａ社会福祉法人の研修で
は、週に１日、日本語や介護福祉士国家試験対策
を行っており、さらに週２回以上の自宅学習を推
奨している。「受け入れ初期」の見直しで開始され
た定期の個人面談における海外人材開発部の面談
記録によると、外国人介護人材からは、介護福祉
士国家試験や日本語試験の学習は自宅学習が必要
であることはわかっているが、仕事との両立は厳
しく、ストレスに感じていること、また、日本での
長期滞在を考えていないことが語られている。こ
れまで、特定技能で来日する誰もが定住を目指す
と想定していたため、全員が介護福祉士国家試験
合格のための研修受講をし、学習をすることを当
然のこととしていた。しかし、就労上のストレス
に加え、学習上のストレスが重なれば、退職に繋
がりかねない。そこで、１年に数回の個人面談で、
個々人の進路についての考えを確認することとし
た。介護福祉士国家試験合格のために学習と就労
を両立するものと、就労のみを行うものと２コー
スとし、個々人の選択を尊重させることとした。
進路に関する面談は、１年に１回程度の頻度であ
る。２ヶ月に１度のフォローアップ面談とは別に実
施され、海外人材開発部の部長と正式に行われる。
２）「脱退一時金」の「取得」
長期休暇となる一時帰国を希望するもの、また、
社会保険の脱退一時金の取得のために退職帰国を
希望するものもいた。脱退一時金とは、日本国籍
を有しない者が、国民年金、厚生年金保険（共済
組合等を含む）の被保険者（組合員等）資格を喪失
して日本を出国した場合、日本に住所を有しなく
なった日から２年以内にこれまでの掛け金の一部

を受け取るものである。脱退一時金は掛ける期間
が長いほど受取金額も大きくなり、その受取期限
は５年となっている。技能実習から特定技能１号
にすすんだものが在日５年近くを経過した際、同
様な希望がでるものと考えられる。

④ 「受け入れ初期」と「見直し期」の比較分析
421件の会議メモデータを分析対象とし、「受け
入れ初期」「見直し期」の特徴を比較するために、
外部変数を用いた共起ネットワーク分析を行っ
た。分析に使用される語として9,344 語（異なり
語数1,942）が抽出された。図３において、「受け
入れ初期」「見直し期」の中間にある語は、「受け入
れ初期」「見直し期」に共通して出現する語であり、
「受け入れ初期」の左側にある語は、「受け入れ初
期」に特徴的に出現する語、「見直し期」の右側に
ある語は、「見直し期」に特徴的に出現する語であ
る。図３より、「受け入れ初期」と「見直し期」に共
通して出現している語の中心的な語は「研修」「日
本語」「評価」である。「受け入れ初期」に特徴的な
語として、「日本人」「外国人」が見て取れる。「受け
入れ初期」では、日本人職員と外国人職員につい
て比較し、研修機会や福利厚生について日本人職
員、外国人職員のバランスを検討していた。「見
直し期」に特有なものは「退職」や「紹介」であった。
人材紹介会社からの採用者の話題の中で採用の基
準について検討されていた。

３．退職者の退職事由

2021年12月～2024年３月までの33名の採用
者のうち、６名が退職し、Ａ社会福祉法人から離
れた。１名は母国へ帰国（介護以外の仕事で就職）、
残り５名は日本国内で働いている。退職理由につ
いて海外人材開発部が個人面談の結果把握した内
容は以下である。転籍者１名（別法人で介護の仕
事を継続）、転職者４名（別分野の特定技能１号
で日本での仕事を継続）である。介護職を継続し
ていない５名の主な退職理由として、近親者の居
住地近くへ引っ越したい、日本語習得・介護福祉
国家試験の学習は難しく継続できない、介護の仕
事は身体的にきついであった。ある者は、長く日
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本に住みたいので、難関の介護福祉士国家試験合
格よりも、別分野の特定技能２号の合格を目指す
方がよいと考えたと話していた。また、就職時の
背景として、そもそも介護職ではなく他の仕事を
希望しており、就職活動当時、COVID-19禍で
あり、求人が少なく、やむなく介護職についてい
た者もいた。COVID-19の影響が終息したのち
に、希望分野への転職を行っていた。

考察Ⅵ
１．定期的なフォローアップ面談がもたらす
効果

特定技能１号生の受け入れ、定着支援の実践よ
り、Ａ社会福祉法人における工夫は、「受け入れ初
期」に開始された、①定期的なフォローアップ面

談、「見直し期」に開始された、②進路を自己選択
する仕組みの構築であった。①定期的なフォロー
アップ面談、②進路を自己選択する仕組みの構築
について法人側は特定技能１号生の個々の事情の
把握（橋本ら 2021）ができ、何らかの課題がある
場合は、特定技能１号生と協働して解決にあたる
ことができる。また特定技能１号生は、将来の目
標を定期的に考える機会を得る。このような環境
下で個々にあったキャリアパスの支援（金 2023,
奈良 2020）を行うことができると考えられる。

２．介護福祉士国家試験受験の定住意向への
影響

Ａ社会福祉法人の実践では、特定技能での来日
者は介護福祉士を取得し、定住を目指すと想定し
支援体制を整えた。だが実際には、定住を目指さ

図3　共起ネットワーク図	「受け入れ初期」と「見直し期」の比較
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ないものも存在することが、①定期的なフォロー
アップ面談や退職者の退職理由のヒアリングから
明らかとなった。また、①定期的なフォローアッ
プ面談の中で確認されたことは、介護福祉士資格
取得については、定住の制度的条件であるが、特
定技能１号生にとっては高いハードル（橋本ら 
2021）であり、転職を検討する要因になる場合も
あることである。2020年以降、比較的ＧＤＰの
高い国は、自国の介護人員の確保のために外国人
介護人材の受け入れ政策を工夫している。カナダ
やイギリスでは、外国人介護人材に永住権取得へ
の道を開き、外国人介護人材として長期滞在を促
進する政策をとっている。これらの国では、外国
人介護人材がより長期で残ることができるよう
に、試験を課す代わりに母国あるいは移住先国で
得た関連業種経験年数や研修の承認などを行って
いる。それらと比較すると、日本の外国人介護人
材の受け入れは、介護福祉士資格取得という、定
住のために制度的に高いハードルがある。外国人
介護人材が特定技能１号で入国した場合、３年の
実務経験と実務者研修の受講により、ようやく国
家試験の受験資格を得る。国家試験の受験機会は、
一年に一度しかなく、入国時期によっては、特定
技能１号の５年の在留期間のうち、たった一度の
受験機会しかない。
また、Ａ社会福祉法人は特定技能での受け入れ
に際し、来日者は定住意向があることを想定して
いたが、そもそも定住を希望していない者もいた。
日本で生活をする中で意向が変化していく場合も
存在することが明らかとなった。こうした変化を
①定期的なフォローアップ面談等でモニタリング
できる仕組みが有用であると思料された。

おわりにⅦ
本研究では、Ａ社会福祉法人の特定技能１号生
の受け入れに際し、定着支援の実践について研究
者の会議メモと退職者の退職事由の分析から、定
着支援の有効性と課題について探索的な事例検討
を行った。既往文献で報告されてきた、就労上・
生活上の支援に加え、本事例で新たに取り組まれ
た①定期的なフォローアップ面談、②進路を自己

選択する仕組みの構築が定着に有用であると捉え
られた。①定期的なフォローアップ面談は、文化
背景の異なる外国人材について頻回にコミュニ
ケーションをとり、相互理解を深め、なんらかの
困難がある場合は早期に把握し、協同して対応し
ていくために必要であることから、定着支援に奏
功したと考えられた。②進路を自己選択する仕組
みは、①定期的なフォローアップ面談との相乗効
果で定着につながると考えているが、本事例は実
践の期間が短く、この取り組みを評価するまでに
は至らない。
介護福祉士国家資格の受験資格を得るには３年

以上の実務経験と実務者研修の修了という育成期
間が必要である。この国家試験に合格出来なけれ
ば母国に帰国しなくてはならない。３年という介
護実務経験、育成期間を無駄にしない方法を模索
する必要があるのではないだろうか。外国人介護
人材が希望すれば長期的に働くことを可能とする
環境を整えることで、介護における労働力の確保
にも寄与できる。外国人介護人材が定着して活躍
できる制度の見直しが必要ではないかと考える。
平野（2018）は、ＥＰＡの介護福祉士資格取得者
の三分の一は帰国しており、職場の人間関係など
の問題に加え、介護福祉士の職への期待とギャッ
プがあることを指摘した。ＥＰＡは看護課程修了
者が多くいるという背景があるが、特定技能１号
生はどのようになるのか、介護福祉士資格取得者
を対象とした、職場環境、キャリアアップについ
ても今後の研究調査が期待される。
なお、本研究において、特定技能１号の期間内

に退職する者がいたとおり、特定技能１号として
の定着も課題である。厚生労働省の報告によれば、
特定技能制度開始以降から2024年２月までの期
間において、在留資格「特定技能１号」での離職
率は10％を超えている（出入国在留管理庁 2024）。
特定技能１号としての就労を開始した５年間は外
国人介護人材にとって極めて重要な期間であり、
日本での生活・就労環境への適応、日本語の習得、
介護の基礎知識・技術の習得といった異文化体験
と介護業務のストレスを経験する（李ら 2020）。
この期間での適切な定着支援体制の構築も求めら
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